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農業の構造問題と政策の基本原理 

経済産業研究所 山下一仁 
１．日本農業の構造問題 
（１）農業問題への対応の失敗 
第二次大戦前の農政には小作人の解放と零細農業構造の改善という二つの課

題があった。前者は戦後農地改革によって達成された。 
後者に対し日本政府は、農業部門からの他産業への労働力流出により農業規

模は拡大し、農地改革によってさらに強まった農業の零細性という構造問題を

解決できるとともに、国民所得向上によって農産物需要が畜産物や果樹等へシ

フトしていく中で、新たな作物展開の方向を見いだすことができると考えた。

このため、１９６１年に作られた旧農業基本法は規模拡大・生産性向上による

コストダウンや需要の伸びが期待される農産物にシフトするという農業生産の

選択的拡大によって農業構造を改革し、農業収益を向上させ、農工間の所得格

差を是正することを目的とした。所得は売上額（価格×生産量）からコストを

引いたものである。売上額を増やすかコストを下げれば所得は増える。選択的

拡大によって売上額を増やす一方、米のように需要が伸びない作物でも、農業

の規模を拡大し生産性を向上していけば、コストの低下により、十分農業者の

所得は確保できるはずであった。 
しかし、農業と工業の間の所得格差是正のため米価を引き上げるという別の

政策が採られた。（補論―１参照） 
（表１） 米価の生産費カバー率 
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参考：１０

アール当たり

収量（ｋｇ） 
1960 年 4,162 2,374 1.75 448 
1970 年 8,272 6,587 1.26 487 
1980 年 17,674 19,391 0.91 489 
1990 年 16,500 19,706 0.84 533 
 
しかし、米価引上げによって米は過剰となり、その規模を拡大しながら３0 年

以上も生産調整を実施する一方で、農業資源は収益の高い米から他の作物に向

かわず、食料自給率は１９６０年の７９％から４０％へ低下した（フランスの

食料自給率は９９％から１３２％へ向上した）。米価が重点的に引上げられたた

め、米と麦等他作物の収益格差は拡大した。本来ならば消費の減少する米の価

格は抑制し、消費の増加している麦等の価格を引上げるべきであったが、逆の
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政策が採られた。さらに、兼業化が進み二毛作から単作化に移行したことも耕

地利用率を下げ、食料自給率を低下させた。 
（図－１）農業の BC 過程と M 過程 

 
単収の向上は同一規模での短期平均費用を低下させ、規模拡大は長期平均費

用曲線に従ってより低い短期平均費用曲線に移行させる効果を有する。 
農産物一単位のコストは面積当たりのコストを単収で割ったものだから、Ｂ

Ｃ過程（Ｂは biology,Ｃは chemistry の略）を通じた、品種改良等の技術進歩に

よる単収の向上は農産物のコストを低下させる。しかし、米過剰のもとでは生

産調整の強化につながる単収の向上は抑制された。農地の集積による規模拡大

もＭ過程（Ｍは machine の略）による規模の経済を発揮させ、コストを下げる。

しかし、高米価のもとではコストの高い農家も米を買うより作るほうが安上が

りとなるため、零細農家が滞留し農地は集積しなかった。こうして構造改革は

遅れ国際競争力は低下した。政府による買入支持価格の決定が廃止された後で

も、生産調整という米価維持のカルテルは継続されている。40 年かけて平均的

な農家規模はフランスでは１５０％も拡大したのに、日本では３６％（北海道

を除くと１７％）しか拡大していない。米は、８００％の関税で保護され、国

際価格の９倍である。 
こうして高米価政策は食料自給率や国際競争力の低下という大きな副作用を

もたらした。 

 
長期平均費用（Ｍ過

程） 
 

短期平均費用（ＢＣ過

程） 
 

 

 コスト 



 3

明治初期の１８７５年から１９６０年までじつに８５年間、若干の変動は見

られたものの、農地面積５５０万 ha、農業就業人口１４００万人、農家戸数５

５０万戸という３つの数値に大きな変化はなかった。しかし、１９６０年から

２００２年までの４０年で、GDP に占める農業生産は９．０％から１．１％へ、

農業就業人口は１，１９６万人から２６２万人（２００２年）へ、総就業人口

に占める農業就業人口の割合は２６．６％から４．４％へ、農家戸数は６０６

万戸から３０３万戸（２０００年）へ、耕地面積は６０７万 ha から４７６万

ha へ減少している。年齢別農業就業人口の構成（２００１年）をみると、１５

～２９才６％、３０～５９才２７％、６０～６４才１２％、６５才以上５４％

となっており、高齢化が著しい。フランスの農業経営者の年令構成（１９９７

年）は３５才未満１２％、３５～５４才５１％、５５～６４才２１％、６５才

以上１６％である。専業農家は３４．３％から１９．５％へ大きく減少してい

るのに対し、兼業所得の比重の多い第２種兼業農家は３２．１％から６７．１％

へと大きく増加している。高度成長期以後の機械化の進展は労働時間の短縮を

もたらしたが、労働時間の短縮は他産業への就業による兼業化を推進し零細な

第２種兼業農家の滞留をもたらした。これは機械化の進展した米作において最

も顕著であった。 
（２）解決した農家所得問題 

① 就業人口構成の変化による農業から他産業への人口移動とその態様 

日本経済が復興した１９５０年から６０年の１０年間に、全就業者のなかでの割合は、

第２次産業が２１．９％から２９．２％へ、第３次産業が２９．８％から３８．２％へ増大し

た。その反面、農業就業者は１４８９万人から１０８６万人へと減少し、全就業者のな

かでの割合も４５．１％から３０．０％に減少した。その後もこの傾向は継続した。 

経済発展の過程で、農村に滞留していた２，３男や子女を中心とした多くの過剰

労働人口から、製造業等の拡大に必要な労働力が供給された。 

農家世帯員の他産業への就業は、はじめは圧倒的に、農家を離れて離村、出稼

ぎする「転出」が多かったが、次第に近辺に労働市場が展開するのにともなって農

家から「通勤」するものが増え、７０年には６１％と過半になった。兼業化の進展であ

る。政府も農村地域への製造業等の導入を補助金、金融、税制措置等により積極

的に支援した。年齢別では、はじめは１９歳未満の若年労働力の流出が圧倒的だっ

たが、それが枯渇していくにつれて、中高年層の比重が漸増した。農家の長男が

「いえ」を継承する慣習が強いもとで、６５年までは２，３男の流出が５０～６０％と過半

を占めたが、以後、労働市場のさらなる展開のもとで「あとつぎ」である長男までが農

外に流出して、８０年になるとそれは男子の他産業流出の半分を占めるまでになる。 

かつて深刻だった、農村における「過剰労働人口の滞留」問題は高度成長下に急

速に解消していき、逆に若年労働力の不足問題が深刻化した。農家子弟の新規学
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卒者（中学・高校）のうち自家農業に従事したものは、５５年の２６万３０００人から７０

年の３万７０００人へと７分の１に減少した。若年層の大量流出のもとで、生産・生活

条件の劣悪な山村地域では、過疎問題が発生した。 

（図－ ２）産業別就業人口

 

② 農地転用による農家資産の増加 

 農家を豊かにした他の大きな要因として、農地の宅地等都市的用途への転用が挙

げられる。１９６０年以降消滅した約２３０万ヘクタールの農地のうちの半分は、米の過

剰や農業の衰退により耕作放棄され､原野に返ったものである。しかし、他の半分は

宅地等への転用である。高度成長に伴い、土地価格は大幅に上昇した。土地を生

産要素として使用するため、最大の土地所有階層であった農家は、宅地等への転

用によるキャピタル・ゲインにより、大きく資産を増加させた。 

 ③ 農家所得の著しい向上と農村の貧困問題の解消 

農業と兼業（農外）の両所得を合わせた農家所得の平均を、勤労者世帯の所得と

対比すると、格差が拡大していた農家所得は、６５年には勤労者世帯の所得とほぼ

均衡化し、それ以後はこれを上回るようになる。世帯員１人当たりの農家所得も７０年

代はじめには勤労者世帯所得と均衡した。 
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（図－ ３）農家所得と勤労者世帯の所得の推
移

  ６７年までは米価をはじめ農産物価格上昇による農業所得の増大と、段階的な賃   

金上昇をともなう兼業深化のもとでの兼業所得の増大、この両面での農家所得の向

上だった。しかし、７０年代以降米価が抑制的に運用される中で農家所得に占める

農業所得の比重は低下していき、他方過剰労働の解消による賃金の上昇と出稼ぎ

等不安定就労の解消により、今日では農家所得の８割以上を兼業による農外所得

が占めるにいたっている。 

 このように農家所得は上昇したものの、それは兼業化による農外所得の増加であ

ったため、兼業農家が滞留し､農業の規模拡大・コストダウンは進まなかった。最も兼

業化が進み､構造改革の遅れた稲作については、兼業農家の所得８０１万円（うち農

業所得は１０万円）は勤労者世帯６４６万円を上回っているにもかかわらず、農家らし

い主業農家の所得は６４２万円（うち農業所得は３２２万円）にすぎない。 

２．経済政策の基本原理 
（１）ＯＥＣＤのアプローチ 
ＯＥＣＤは２００２年望ましい農政改革のあり方について、要旨以下のとお

りポジティブ・リフォーム・アジェンダ（Positive Reform Agenda）としてと

りまとめた。 
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a．１９８７年ＯＥＣＤ閣僚理事会は、市場シグナルが農業における資源配分を

導くことにより、国内的な効率性向上に加え、効率的な国際貿易と特化のパタ

ーンを通じ、大きな経済的利益が得られるという原則を確認した。 
市場志向の利益は、その他の国内政策目的（食品安全、食料安全保障、環境、

農村開発等）と両立しなければならない。このような広範な政策目的は、生産

や貿易を歪曲しない政策を通じて追及されるべきである。国内政策目的を追求

することと市場志向政策へシフトすることは矛盾しない。特に、ターゲットを

絞った政策（targeted policy measures）は、価格支持のような包括的な支持

（blanket support）よりも効率的で市場歪曲効果が小さい。 
国内政策は貿易政策とリンクしている。例えば、国際価格を上回る価格支持

のためには、関税等の輸入障壁が必要となる。貿易政策は、国内政策の副産物

である。価格支持は大きな生産刺激効果をもつ。面積支払いは比較的弱い生産

刺激効果（単収増加のインセンティブがないので）しか持たない。完全にデカ

ップルされた直接支払いは、さらに弱い効果しか持たない。政策目的を明確に

定義し、政策パフォーマンスの測定と比較を容易にすることが必要である。こ

の意味で、不透明な消費者負担型の政策から透明な納税者負担型への移行は、

効率性を向上させるだけでなく、負担と受益の関係に関する関心を高める意味

でも有効である。 
b．農業政策の目的は、①農家所得に関するもの、②市場の失敗の是正に関する

もの（環境、農村アメニティ、土地・水管理、食品安全、食料安全保障等）の

二種類に大別される。政策目的については、農家所得と市場の失敗を明確に区

別することが重要である。一定の農家所得を維持する政策が、偶然にも、同時

に最適な公共財を供給するなどと仮定すべきではない。 
（所得政策について） 
多くの国は、農家所得支持のターゲットが曖昧である。高所得層と低所得層

を別々に扱うことができていない。補助の対象となる農家を限定するための基

準が必要である。 
所得政策には、二種類のロスがある。①経済的コスト（資源配分の非効率性、

課税のコスト等）、②「漏れ」である。「漏れ」は、直接農家所得の向上につな

がらない行政費用、地価、投入資材価格の上昇、国外への所得移転等である。

②について、支持総額のうち何％が実際に農家所得向上に貢献するかという所

得移転効率性をみると、生産にリンクした補助は総じて低い。なかでも市場価

格支持（１／４以下）、不足払い（１／４以下）、投入財補助金（１／５以下）

が低い。これに対して、直接支払いは所得移転効率性が高い。 
（市場の失敗の是正について） 
市場の失敗についてはその原因を直接アタックすることが効果的である。 
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多面的機能の供給と農業生産レベルは直接にはリンクしていない。例えば、

価格支持を用いた場合、農家が集約的な生産方法により羊の数を増やして生産

を増加させようとすると、かえって景観を失う。 
（「所得支持」と「市場の失敗の是正」をどうやって両立させるか？） 
市場の失敗を是正する政策は所得も向上させるので、まず市場の失敗に関する

政策を講じ、次に残余的な所得問題に取組むアプローチが合理的である。 
（２）農業政策の基本原理 

あらゆる経済政策の基本原理は、『１つの問題にはそれに直接ターゲット（対

象）を絞りそれを直接解決する政策を採ること』である。 
条件不利の補正を行うのであれば、条件の良い農家に助成することは不適当

である。農工間の所得格差の是正が目的であれば、勤労者よりも高い所得を得

ている農家に所得補償を行うことは不適当である。地域、農法、生産者を区別

することなく無差別にその効果を及ぼす価格政策は助成が必要な農業・農家と

そうでない農業・農家を区別することはできない。 
農家所得の向上を図るのであれば、直接所得に効果を与える政策を採るべき

だった。しかし、これまで農家所得の維持のために関税や生産調整等の価格政

策という間接的な政策を採ったため、消費・需要の減少、供給の拡大、構造改

革の立遅れ等大きな副作用を生じてしまった。政策的に価格を維持・操作する

ことはやめ、市場価格が需給情報を最も的確に伝えるとともに、資源の効率的

配分を行うものであるという経済の原理・原則に立ち返るべきである。 
もとより、他の産業と異なり短期的に生産を調整できるものではなく、生産

に着手して生産物を収穫・販売するまでの間長期間を要することから、農業生

産には将来における天候、病害虫の発生、市場価格等不確実な要素を予測しな

がら行わなければならないという特殊性がある。適切な投資・生産が行われる

よう、これを考慮した何らかのセーフティ・ネットは必要であろうが、それは

市場と農業生産を隔離する力を持たないようにすべきある。 
価格支持という消費者負担型農政から納税者負担型の農政に転換することが

必要である。政府の市場への介入を最小限にしつつ、多面的機能の維持・発現、

農家所得の確保を図ろうとすれば財政により負担するしかない。生産者に対す

る価格支持でないこと、納税者負担によることがＷＴＯの緑の政策の基本要件

である。OECD が主張するように、消費者負担型の政策は唯がどれだけ負担を

しているか不透明であるが、納税者負担型の政策は透明性が高く、負担と受益

との関係が国民の前に明白になる。消費者負担による価格支持という手法は貧

しい消費者も等しく負担し、裕福な土地持ちの二兼農家までも等しく受益する

という不平等・不公平なものであるのに対し、財政負担、納税者負担による直

接支払いという手法は、累進課税制度がビルト・インされている財政制度の下
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国 
項目 

では裕福な者が多く負担するとともに受益の対象を真に政策支援が必要な専業

的農業者に限定することができるというメリットがある。 
３．世界の農政の展開方向 
アメリカは１９６０年代以降農家に対する保証価格と市場価格との差を財政

により補填（直接支払い等）することにより、農家所得を維持しながら消費者

への安価な供給と国際競争力の確保を実現している。ＥＵは関税等により域内

市場価格を国際価格より高く設定する一方、過剰生産分を輸出補助金によって

処理していた。しかし、ＥＵは１９９２年以降農政改革を行い穀物等の域内支

持価格を引き下げ、財政による農家への直接支払いで補っている。ＥＵはアメ

リカ産小麦に関税ゼロでも輸出補助金なしでも対抗できる。 
２００４年のＯＥＣＤ加盟国のＰＳＥ（農業保護の指標）は、アメリカ４６

５億ドル、ＥＵ１，３３４億ドル、日本４８７億ドルとなっている。日本は一

大農業保護国という内外の理解と異なり、アメリカと同程度、ＥＵの半分以下

である。人口・経済規模からもＥＵと比べて過大ではない。にもかかわらずＷ

ＴＯ農業交渉において常に後ろ向きの対応しかしない一大農業保護国という批

判が生じるのは農業の保護の仕方が間違っているためである。 
消費者負担と納税者負担からなる各国のＰＳＥの内訳をみると、関税により

実現された市場価格支持である消費者負担の部分の割合は、ウルグァイ・ラウ

ンド交渉で基準年とされた１９８６～８８年の数値アメリカ４６％、ＥＵ８

５％、日本９０％に比べ､２００４年ではアメリカ３５％、ＥＵ５４％、日本９

１％となっている。アメリカやＥＵが消費者負担から納税者負担へと国内農政

の改革を進めている中で，日本のみが改革から取り残されている。かつてのア

メリカ対ＥＵ・日本という構図がアメリカ・ＥＵ対日本という構図になってい

る。このため、日本はＷＴＯ・ＦＴＡ交渉で関税引き下げに激しく抵抗せざる

を得ないのである。 
（表－２）各国の政策比較 

 
日本 アメリカ EU 

生産と関連しない直接支払い × ○ ○ 
環境直接支払い × ○ ○ 

農地面積当たり直接支払い × ○ ○ 
条件不利地域直接支払い ○ × ○ 
生産調整による価格維持 ○ × × 

500％以上の関税 
2 品目 

(落花生、こんにゃく) 
なし なし 
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300～500％の関税 
3 品目 

(米、雑豆、バター) 
なし なし 

200～300％の関税 
3 品目 

(小麦、脱脂粉乳、で

ん粉) 
なし 

２品目 
(バター、砂糖) 
ただし、改革中 

 
４．構造調整のためのターゲッティング・ポリシーと技術開発 
農業の構造改革・規模拡大が既に相当程度進展するとともに加速しており、

かつ食料自給率が１００％を超えているアメリカやＥＵでは、直接支払いを活

用して構造改革や食料自給率を推進しようというインセンティブは存在しない。

むしろ、生産過剰を抑制するための生産とデカップルされた直接支払いが望ま

しい。このため、構造改革のための直接支払いが検討されることはない。構造

改革のための直接支払いは日本やアジアの政策担当者にとってのフロンティア

なのである。構造改革が農地の集積による規模拡大・コストダウンであれば、

農地にターゲットを絞った政策を講じることが最適な政策である。 
（図－４）生産調整廃止と直接支払いの効果 

 
日本の米について考察すると、生産調整を段階的に縮小・廃止することによ

り米価を需給均衡価格まで下げる。価格が下がると零細農家は農地を手放すが、

受け手の地代支払い能力も低下するため、農地は耕作放棄されてしまう。一定

規模以上の農家に農地面積に応じた直接支払いを交付し地代支払い能力を補強

してやれば、農地はこれら農家へ集積する。この直接支払いは、それ自体によ

P0 

P1 

P2 

生産調整 

Q0 Q1 Q0  Q2 

直接効果 

間接効果 

生産調整廃止 

（目標価格） 
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る直接的なコストダウン効果と、農地の集積による規模拡大・生産性の向上に

よる間接的なコストダウン効果を発揮する。この直接支払いは農業の構造改革

のみならず、農地の耕作放棄を防止し、農地を有効に利用することにより、食

料自給率向上にも貢献する（補論－２参照） 
最後に、土地が他の生産要素に比べて相対的に乏しいアジア農業の構造改革、

国際競争力向上のためには、土地非集約型の技術進歩が必要であることを強調

したい。（補論－３参照） 
 

（補論―１）米価引上げのメカニズム  
米価引上げのメカニズムは国際経済学の特殊要素モデルによっても説明でき

る。工業では資本と労働､農業では土地と労働を使用すると仮定する。この場合、

工業では資本、農業では土地が産業特定的な特殊生産要素である。経済発展や

貿易によって工業製品の価格や生産性が上昇すると、労働が農業から工業に移

動する。このため、農業に配分される所得が減少する中で、労働の減少によっ

て特殊生産要素である土地の限界生産性が低下し土地という生産要素価格すな

わち地代が減少するため、土地所有者の所得は低下する。これを放置すると農

工間の所得格差は拡大する。したがって、農家は、農産物価格の引き上げによ

って農業所得が低下しないよう政府に働きかけることとなる。 
（図補－１）農工間の所得不均衡の是正 

 

Oi Oa 
 Lo L1 

W 

W′ 
W A 

B 

C 

D 
E 
 

I 

I′ 

N

N′ 

W 

Ｆ 

Ｇ 
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図では工業部門での労働の限界価値生産物曲線（I,I′）、農業部門での労働の

限界価値生産物曲線（N,N′）を描いている。当初は I と N の限界価値生産物

曲線により労働は工業部門に OiLo、農業部門に LoOa が配分される。限界価値

生産物は価格×限界生産物だから、工業の製品価格や生産性が上昇すると I は上

方へシフトし I′となる。労働は工業部門に移動し農業部門の労働は L1Oa に減

少する。工業部門の所得は GALoOi から FBL1Oi に拡大する一方、農業所得は

CALoOa から CBL1Oa に、土地所有者に配分される所得は CAE から CBD に

それぞれ減少する。労働賃金は両部門で均衡するが、資本に帰属する所得は増

大し、土地に帰属する所得は減少する結果、農工間の所得不均衡が生じる。農

業所得を上げ、不均衡を是正するためには、農産物価格を上げるか労働生産性

を向上させ労働の限界生産物を上げるといういずれかの方法によって、NをN′

に引き上げればよい。このうち政治的にアピールする手っ取り早い方法として

農産物価格を上げる道が選択された。 
 
（補論―２）農地の転用・耕作放棄の防止と構造改革のための最適な政策 
（図補―２．１）零細農家の留保需要と農地の供給 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ある経営体が利潤を極大化するための条件は、生産要素の価格が生産物の価

格にその生産要素の限界生産物を乗じたものに等しくなることである。農業経

営者の利潤 iii fwffPQ ∑−),,,( 1 （ P は生産物価格、Qは生産量、 iw
は生産要

素の価格、 if は生産要素の使用量である）を最大にするための１階の条件を求

2W

W

0 0L L 0LL

1W

0W

2W

W

0W

0

C

1W  

w  
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めると 
( )

i

i
i f

ffQPw
∂

∂
=

,,,1  

となる。稲作において、米価（ P ）が低下すると、生産要素に対する需要も低

下していくのである。 

限界生産力逓減の法則により
2

2

if
Q

∂
∂

＜0 であるから、（図補―２．１）のように
w

は右下がりの曲線となる。他方、農地の供給は零細農家の保有農地から留保需

要を引いたものである。 

左図でOLがこの農家の農地保有量、 0OL
が地代 0w

のときに自ら農業を行うため

の留保需要である。この結果、
LL0 が貸し出される。右図が供給曲線である。す

なわち供給曲線
C

は右上がりの曲線となる。また米価（P ）が下がると
w

も下

方にシフトするので、
C

も下方シフトする。 

転用期待利益が大きい場合の農地供給は（図補―２．２）のように示すことが

できる。 
（図補―２．２）転用期待利益がある場合の留保需要と農地の供給 

 
O L L O B 

w 

w0 

w1 

A 

C S D 

S 
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転用期待がある場合には、同じ土地に転用期待利益で農地を手元に留めておく

需要（これ（図補―２．２の w0CD）は転用実現時に農地を貸していれば転用で

きなくなる不利益であり、農地の利用量に関係しない。地代がＯw0 以上になる

と農地を貸し出した方が有利となる。）と農業生産からの派生需要（AB）が併

存する。この二つの需要はそれぞれ非競合、非排除であるので、農地所有者が

農地に対して持つ需要は公共財のように、二つの異なる需要を上方にたしあげ

たものとなる（w１CD）。農地の総量はＯＬなので、農地供給は SS となる。 
（図補―２．３）のように、転用期待利益から来る需要が大きければ、零細農

家の農地供給（SS）は農地の借り手による農地の派生需要（DD）に対して著し

く高いので、需要と供給は一致せず、農地全てが遊休化（耕作放棄）されてし

まう。この場合､OS に相当する（農地を遊休化させておくことに対する）税を

課せば、これは農地の派生需要には影響しないので、供給曲線は下方にシフト

し、OFGS となる。これは DD と E で交わり、OH の土地が借り手により、HL
の土地が零細農家により、それぞれ耕作され、耕作放棄は解消される。 
（図補―２．３）農地の需要と農業版特別土地保有税 

 
転用利益が見込まれない中山間のような地域では、（図補―２．４）のように

農業の収益が低いため耕作放棄が発生する。借地料ゼロのもとで、OA は農地の

借り手により、BL は農地の所有者により、それぞれ耕作されるが、AB に相当

する農地は耕作放棄される。これに対して農地の出し手に何らのペナルティを

課されないとすれば、AB に相当する農地は放置されるだけとなる。耕作放棄は

周辺の農地に対し日陰を作るなどの生産条件の不利化をもたらし、さらなる耕
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作放棄を呼ぶ。農地には外部性があるのである。 
これに対して農地を耕作放棄してはならないという規制が課されたとしよう。

農地の出し手はコストを負担してでも、農地を維持管理しなければならなくな

る。（図補―２．４）でＢＳ’は、この農家（Ｘ）がＢ点を原点としてＡに向か

って農地を維持管理するときの限界費用曲線（マイナスの限界混合所得）であ

る。ＡＤ’は、この農家から農地の委託管理を受ける農家（Ｙ）がＡ点を原点

としてＢに向かって農地を維持管理するときの限界費用曲線（マイナスの限界

剰余）である。耕作放棄を行なってはならないという規制を導入した際、Ｘ農

家だけが農地を維持管理するとすれば、Ｘ農家の経済的なコストは△ＢＡＪで

ある。Ｘ農家がこの命令に応じなく行政がＹ農家に維持管理を依頼すれば、Ｙ

農家が実施することによる経済的なコストは△ＡＢＱである。いずれのケース

でもＸ農家がコストを負担するとすれば、△ＡＢＱが△ＢＡＪより少なければ、

Ｘ農家はＹ農家に維持管理を行なわせ、自らはその費用負担を行なう方が合理

的である。Ｙ農家が技術等を向上させ限界費用をＡＤ”に引き下げれば、費用

負担は△ＡＢＰに減少する。 
（図補―２．４）転用期待がない場合の耕作放棄と規制・税・直接支払い 
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規制ではなく税を農地所有者に課す場合、税額が OT４または OT５の額以上で

あれば耕作放棄は防止できる。しかし、税額が例えば OT１であれば、耕作放棄

は縮小するが解消はされない。Ｘ農家が維持管理する場合では、ＢＢ’の農地

は維持管理されるが､ＡＢ’の農地は耕作放棄される。この場合､政府に□ＡＲ

ＦＢ’の税収が帰属する。 
市場取引を活用すればコストはより少なくて済む。ＡＤ’とＢＳ’はＣで交

わる。Ｘ農家が自らは△ＢＨＣのコストを負担してＢＨの農地を維持管理し、

面積あたりＯＴ2の単価、総額□ＡＩＣＨの額を支払ってＡＨの農地の維持管理

をＹ農家に委託すれば、自ら全ての農地を維持管理する場合より△ＩＪＣだけ

負担は少なくなる。Ｙ農家は△ＡＩＣの利益を得る。経済全体の負担は△ＡＢ

Ｃである。 
以上の場合は､通常は有用な生産要素として取引され、農地所有者に地代が帰

属する農地が、費用を支払ってまでもまで維持管理を必要とするようになるい

わゆる「逆有償」のケースである。 
しかし、以上の政策ではＡＢの農地は維持管理されるだけで農業生産の用に

は使われない。また、農産物価格低下で影響を受けている農家にさらに追加的

な負担を求めることになる。一定規模以上の主業農家に対し面積当たりの直接

支払いを交付することによってＤＡの農地需要曲線をＸＸ’にシフトさせれば、

ＯＮの農地が借り手に、ＮＬの農地が出し手により耕作され、耕作放棄が防止

されるのみならず、借り手の規模拡大・コストダウンが進むこととなる。この

直接支払いは主業農家の所有農地及び借入農地を対象とするので、零細農家が

自ら耕作すれば直接支払いは受けられないが、これを主業農家が借り入れれば

零細農家もその一部を地代として受け取ることができる。 
そのメカニズムを説明しよう。 

（図補―２．５）において、オリジナルな均衡は 0e
点で

f
の量の土地が耕作さ

れていた。価格（P ）が低下するとw
λは下方へシフトしてw′

λとなる。他方、

農地の貸し手からすれば価格が低下するので市場への農地供給を増加させる。c

λはこれにより右下方へシフトする。これにより地代は低下する。近年の米価の

低下により地代（１０ａ当たり）は１９９４年（平成６年）の２万９１２３円

から２０００年（平成１２年）には２万０７８２円に低下している。しかし、w

λも c
λも低下するので農地が流動化するかは明らかではない。 

ここで土地の１単位当たりの aの直接支払いを導入したとしよう。農業経営者の

利潤は 

( ) affwfPQ iii +−∑ となる。したがって、
f
に関する１階の条件は 
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となり、w
λはa だけ上方へシフトすることとなる、これが直接支払いの効果で

ある。 
図補―２．５は、支払い可能地代が直接支払額だけで増加するため。農地が

流動化し規模拡大が進むことを示している。 
 直接支払いにより、農地の流動化を促進し、農業経営の零細性も克服するこ

とができる。 
注目すべきは「課税の転嫁」とは逆のケースであるが図補―２．５が示すとお

り直接支払額 aの一部はw
λの上昇により出し手農家にも帰属することである。

すなわち大規模農家に限定した直接支払いはそれ以外の農家にも利益を及ぼす

のである。 
（図補―２．５）直接支払いの効果（地代と耕地利用） 
      

 
また、詳細な説明は省略するが、担い手農家の規模が拡大すれば、農地の需要

曲線が上方へとシフトし、農地がさらに流動化しやすくなることも示すことが

できる。（山下［２００４c］２９３～２９６頁参照） 
  
（補論―3）土地非集約（節約）型技術進歩の重要性 
 日本やアジアの農業が比較優位を持つことができないのは農業が土地集約型

産業であるにもかかわらず、土地の賦存量が相対的に少ないためである。農業

の比較劣位を解消していくためには、単収の向上等の土地非集約（節約）型（less 
land-intensive）の技術進歩を推進すべきである。 
農業についてのみ土地非集約（節約）型の技術進歩が起きるケースを示すこ
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ととしたい。 
図補３－１では、土地非集約（節約）型の技術進歩で農業の isoquant が Y0 か

ら Y1に変化している。工業の isoquant と新しい農業の isoquant が共通の要素

価格比の直線に接するのはＤ点であり、そこでは資本－土地比率が高まってい

る。図補３－２はこの経済のエッジワース･ボックス･ダイアグラムである。農

業についての技術進歩の結果、以前と同じ財の価格比の下では、図補３－２の

Ｄ点で生産が行なわれる。農産物の生産は大幅に拡大している。土地という生

産要素については、いったん農地が工業用地や宅地に転用されればもとの農地

には容易には戻らないという特徴がある。この制約がなければ、図補３－３の

ように、この国はＰ1で生産し農産物輸出国になる可能性もある。また、土地に

関する制約がある場合においても、曲がりなりにも農地のゾーニング（L*0の農

地を確保）が機能しており、技術進歩以前においては耕作していなくても農地

として維持・管理しているときには、生産可能性曲線は図補３－２のＡ点の農

地利用量に対応する図補３－３の生産可能性曲線上の点Ａ（この点でも技術進

歩により同じく図補３－２のＡ点に対応するかつてのＰ０より農業生産量は大

きい）ではなく、より農業生産の大きい図補３－２のＥ点に対応する図補３－

３の生産可能性曲線上の点Ｅで屈折 kink することとなる。この場合、Ｐ1 ほど

ではないにしても、農業生産は大きく拡大する。 
農業についての土地非集約（節約）型の技術進歩とは BC 過程を活用した品

種改良等による単収の向上である。単収が増加すれば平均費用、限界費用曲線

ともに下方にシフトする。１kg 当たりのコストは１０ａ当たりのコストを１０

ａ当たりの収量（単収）で割ったものである。したがって、単収が増えればコ

ストは下がる。 
（図補３－１）技術進歩と比較優位 
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（図補３－２） 

 
（図補３－３） 
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